（様式１）
	受付番号
※記載不要
	


自動車蓄電池トレーサビリティ推進センターあて


[bookmark: _Hlk202881134]令和７年度「エネルギー使用合理化技術開発等事業費補助金（サプライチェーンデータ連携基盤の構築に向けた実証・普及事業）」申請書


	申請者
	法人番号（＊）
	

	
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


＊法人番号を付与されている場合には、１３桁の番号記載し、法人番号を付与されていない
個人事業者等の場合には、記載不要。
（様式２）
	受付番号
※記載不要
	



令和７年度「エネルギー使用合理化技術開発等事業費補助金（サプライチェーンデータ連携基盤の構築に向けた実証・普及事業）」
提案書

	１．事業の実施方法

	＊募集要領の「１．事業概要」の「１－３．事業内容」の具体的な実施方法及び内容を記載の上、補助事業の目的をどのように達成するか記載してください。
＊本事業の成果を高めるための具体的な提案を記載してください。



	２．実施スケジュール（１．の実施が月別にわかること）

	

	２．事業実績

	類似事業の実績
・事業名、事業概要、実施年度、発注者等（自主事業の場合はその旨）


	４．実施体制

	＊各業務従事者の氏名、所属、役職、業務経験、その他略歴（職歴、研修実績その他経歴、専
門的知識その他の知見）
＊再委託を行う場合は、再委託先の名称、業務内容及び業務範囲を明記すること（事業全体
の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理について、再委託をすることはできない）。
＊事業費総額に対する再委託費の割合が５０％を超える場合は、相当な理由がわかる内容（別
添「再委託費率が５０％を超える理由書」を作成し提出すること）。
※グループ企業(委託事業事務処理マニュアル３ページに記載のグループ企業をいう。)との取引であることのみを選定理由とす
る再委託（再々委託及びそれ以下の委託を含む）は認めない。

	
 ５．情報管理体制

	＊情報管理に対する社内規則等（社内規則がない場合は代わりとなるもの。）
＊受託者の情報管理体制がわかる「情報管理体制図」、情報を取扱う者の氏名、住所、生年
月日、所属部署、役職等がわかる「情報取扱者名簿」を契約時に提出することを確約するこ
と。（様式４にて提示）

	６．事業費総額（千円）※記載している費目は例示。募集要領７－１．補助対象経費の区分に応じて必要経費を記載すること。

	Ⅰ　人件費　

	Ⅱ　事業費
①旅費　　　　　　 　　　　　　　
②会場費　　　　　 　　　　　　　
③謝金　　　 　　　　　　
④補助職員人件費　

	Ⅲ　再委託・外注費

	Ⅳ　一般管理費

	小計

	Ⅳ　消費税及び地方消費税

	総額　　　　　　　　　　　　　　　千円（※総額は予定額の上限内に収めて下さい。）

	





（様式３）
	受付番号
※記載不要
	



委託・外注費の額の割合が５０％を超える理由書
１．事業名：令和７年度「エネルギー使用合理化技術開発等事業費補助金（サプライチェーンデータ連携基盤の構築に向けた実証・普及事業）」

２．本事業における主要な業務（事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理部分を含む）内容

[bookmark: _Hlk103865371]３．本事業における委託・外注費率
[bookmark: _Hlk103871992]委託・外注費（注）の契約金額（見込み）の総額÷業務管理費における補助金申請額の総額×１００により算出した率
[bookmark: _Hlk103935532]（注）「委託・外注費」：補助事業事務処理マニュアル上の「Ⅰ.経理処理のてびき」＜主な対象経費項目及びその定義＞に記載の経費項目である「Ⅱ事業費（※）（印刷製本費やその他諸経費（修繕・保守費、翻訳通訳、速記費用など）など、他の事業者より特定の役務を提供してもらう事業、請負その他委託の形式を問わない。）、Ⅲ委託・外注費」に計上される総額経費
※「Ⅱ事業費」の対象経費は、他の事業者に特定の役務依頼を行う事業であるため、備品や
消耗品の購入、謝金や補助員人件費などは対象外。
（注）委託・外注費の契約金額は、（様式１）４．補助金申請額における金額に合わせること。税込み１００万円未満の取引も算入する。）
	％



４．委託先、外注先及び契約金額等
※グループ企業（補助事業事務処理マニュアル３４ページに記載のグループ企業をいう。）との取引であることのみを選定理由とすることは認められません。
※委託先、再委託先及びそれ以下の委託先の契約金額を含めた情報を記載すること。
※比率は、委託先、外注先ごとの３．の割合
	委託先名
	契約金額（見込み）（円）
	比率
	再委託先の選定方法又は理由※
	業務の内容及び範囲

	【例】未定
[委託先]
	10,000,000
	20.0%
	相見積もり
	・・・・

	【例】○○（株）
[委託先]
	20,000,000
	40.0%
	○○
	コールセンター

	【例】△△（株）
[再委託先]
	2,000,000
	＿
	○○
	・・・・

	【例】□□（株）
[再委託先]
	800,000
	＿
	○○
	・・・・

	
	
	
	
	



５．実施体制図
	【例】□□株式会社
△△株式会社
○○株式会社
未定
株式会社○○（提案者）




６．委託、外注が必要である理由及び選定理由
	（１）委託、外注が必要である理由
本事業の性格上、・・・・・・・の業務が、事業実施の上では必要不可欠である一方で、こうした業務の○○に関しては専門的知識が必要であり、当該知識を有する企業に実施を委託しなければ、○○業務を実施することができない。もし、○○の専門的知識を有しない△△（事務局）が実施した場合、ＸＸの支障が生じる可能性がある。
このため、以下のような事業者へそれぞれ必要な内容の委託・外注を行う。
なお、補助金の審査や交付決定といった事業の根幹業務については、委託・外注を行っていない。
（記載要領）
上記の必要理由を記載するに当たっては、事務局から委託・外注しなくてはいけない合理的な理由を詳細に記載すること。

（２）選定理由・選定方法
●●（株）：・・・分野における各種データ収集・分析については、●●（株）の有する・・・・・を活用して実施することが必要不可欠であるため、●●（株）に委託する。なお、選定方法は見積競争を行った結果である（or採択決定後に見積競争を行う予定）。

○○（株）：

△△（株）：

■■（株）：

▲▲（株）：（記載要領）見積競争に拠らず一者選定の場合は、なぜその事業者でなければ実施できないのかを記載する。事業者選定は競争性の観点から原則見積競争となっているため、単なる効率性だけでの理由では不可。
（３）金額の妥当性●●（株）への委託・外注は類似で行ったＸＸ業務と同等規模であり、当該類似事業の契約金額以下で契約予定。
（記載要領）単に見積競争するからでは不可で、価格の妥当性や委託・外注費を低く抑えるための方策を行っているかの観点で記載する。




※本理由書について開示請求があった場合は、原則開示となる文書であることを前提に記入すること。
※委託・外注費率が５０％を超える理由書について、開示請求があった場合は、原則開示となる文書となるため、不開示情報に該当すると想定される情報が含まれる場合は、該当部分を（別紙）として本紙の様式に沿って分けて作成すること。




















（様式４）
情報取扱者名簿及び情報管理体制図
①情報取扱者名簿
	
	氏名
	個人住所
	生年月日
	所属部署
	役職
	パスポート番号及び国籍（※４）

	情報管理責任者（※１）
	Ａ
	
	
	
	
	
	

	情報取扱管理者（※２）
	Ｂ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｃ
	
	
	
	
	
	

	業務従事者（※３）
	Ｄ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｅ
	
	
	
	
	
	

	再委託先
	Ｆ
	
	
	
	
	
	


（※１）受託事業者としての情報取扱の全ての責任を有する者。必ず明記すること。
（※２）本事業の遂行にあたって主に保護すべき情報を取り扱う者ではないが、本事業の進捗状況などの管理を行うもので、保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。
（※３）本事業の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。
（※４）日本国籍を有する者及び法務大臣から永住の許可を受けた者（入管特例法の「特別永住者」を除く。）以外の者は、パスポート番号等及び国籍を記載。
（※５）住所、生年月日については、必ずしも契約前に提出することを要しないが、その場合であっても担当課室から求められた場合は速やかに提出すること。
②情報管理体制図
（例）情報取扱者













【情報管理体制図に記載すべき事項】
・本事業の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う全ての者。（再委託先も含む。）
・本事業の遂行のため最低限必要な範囲で情報取扱者を設定し記載すること。
（様式５）
	受付番号
※記載不要
	


自動車蓄電池トレーサビリティ推進センターあて

令和７年度「エネルギー使用合理化技術開発等事業費補助金（サプライチェーンデータ連携基盤の構築に向けた実証・普及事業）」補助金交付申請取下書

上記補助金の交付申請について、取下を希望いたします。

	申請者
	法人番号（＊）
	

	
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	
	申請取下年月日
	

	
	取下理由
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


＊法人番号を付与されている場合には、１３桁の番号記載し、法人番号を付与されていない
個人事業者等の場合には、記載不要。

A


B
（進捗状況管理）


D　


C
（経費情報管理）


E


情報取扱管理者


業務従事者


情報管理責任者


再委託先


F
1

